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は し が き 

 

民法の債権関係を中心に、その内容を大幅に改正する法律が、2017（平成29）年6月

2日に公布されました。それから約3年弱の周知期間を経て、いよいよ2020（令和2）年

4月1日から、この改正民法が施行されます。 

 

この改正は、主に、契約などによって発生する債権関係の規定について、社会・経

済の変化に対応するための見直しを行い、私たちの生活を規律する基本法である民法

を分かりやすいものとすることを目的としています。 

 

その内容は、大きく二つに分けることができます。 

ひとつは、確立した判例や通説的な見解に基づいて現在通用している基本的なルー

ルを明文化したものです。 

これには、①意思能力を有しなかった当事者がした法律行為が無効であることの明

文化、②将来発生する債権の譲渡や担保設定が可能であることの明文化、③賃貸借の

終了時における賃借人の敷金返還請求権や原状回復義務に関する基本的な規律の明文

化などがあります。 

 

もうひとつは、社会・経済の変化に対応するため、現在のルールを実質的に変更す

るものです。 

これには、①職業別の短期消滅時効制度（旧170条～174条）の廃止と、これに伴う

消滅時効の起算点及び期間の見直し、②年5％の法定利率の年3％への引下げ及び市中

の金利動向に合わせた変動制の導入、③事業用融資の保証人になろうとする個人につ

いての公証人による保証意思確認手続の創設、④不特定多数の者を相手方とする定型

的な取引に使用される約款（定型約款）を用いた取引に関する基本的な規律の創設な

どがあります。 

 

 本解説集は、これらのうち、最も重要と思われる13の制度を選び、具体例とともに

わかりやすく説明しました。消費者が抱える様々な問題への対応の必要性は誠に大き

く、それだけに、本解説集が、消費生活相談に携わる皆様のお手元にいつまでも置い

ていただき、お役に立てることを願っております。 

 

特定非営利活動法人 消費者支援ネット北海道 理事長 松久三四彦  
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